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083 安定的な行政サービスの提供

Ⅴ 総合計画の実現に向けて（行財政運営）

03 継続的かつ安定的な市政運営
政策総務部 政策課

市民が利用する窓口サービスが迅速に、かつ市民にとって分かりやすい形で提供されることで、市民の利便性が向上しています。
また、行政内部の手続が法令にのっとって公正かつ円滑に進められ、行政サービスが安定的に提供されています。これらのことか
ら、市民が市政に信頼を寄せ、行政サービスに満足しています。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

指標①について、目標値には達していないものの水準としては高い位置を保っている。市民アンケート調査の「改善・要望を意図した意見」を見る
と、他課や他市との連携や引継ぎでの意見が多くあるため、スムーズな情報共有と連絡体制で応対する必要がある。
指標②及び指標③について、自動交付機の利用率が減少しているが、減少分の利用率がコンビニ交付の利用率として上昇している。窓口の混雑緩和
を推進していく上では、こういった窓口交付以外の方法による利用率を向上させる必要がある。
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指標①について、目標値には達していないものの水準としては高い位置を保っている。市民アンケート調査の「改善・要望を意図した意見」を見る
と、他課や他市との連携や引継ぎでの意見が多くあるため、スムーズな情報共有と連絡体制で応対する必要がある。
指標②及び指標③について、自動交付機の利用率が減少しているが、減少分の利用率がコンビニ交付の利用率として上昇している。窓口の混雑緩和
を推進していく上では、こういった窓口交付以外の方法による利用率を向上させる必要がある。

▼窓口サービスについて、平成５年に自動交付機を稼動、平成１２年に総合窓口フロア案内人を配置、平成１３年に受付番号発券機導入、平成１８
年に、第２・第４土曜日の休日開庁を本格実施、平成２５年度にモバイルサイトによる窓口混雑状況提供サービスを実施、平成２７年１月に自動交
付機で発行できる証明書の種類の増加を実施、平成２９年に広告付き番号案内表示システムを導入するなど、市民サービスの向上を図る取組を行っ
てきた。▼市民の利便性の向上を図るために、マイナンバーカードを利用して、住民票の写し等をコンビニエンスストアに設置された多機能端末機
により交付するサービスを実施した。▼市職員による一般相談・市政相談に加えて、専門家による１１の専門相談を行っている。また、市民ニーズ
を踏まえ相談の種類や予約方法等の改善を行っている。平成２９年度は８月から市政情報センターで第２・第４土曜日に法律相談を実施している。
▼行政運営上の法的な諸課題に適切に対応するため、弁護士資格のある職員による定期的な法務相談を実施し、各課の職務上の法律問題について適
切に指導・助言を行った。▼文書の収受、配布、審査、保存、廃棄、印刷等の文書管理事務を適正に実施することで、市全体の迅速で効率的な事務
執行につなげた。また、文書管理システムについて、システムの構築、運用マニュアルの作成、システム操作研修の実施等を行い、平成30年度から
の稼働に向けた庁内環境を整備した。▼市の統計情報や事業成果の幅広い活用のために、府中市統計書、事務報告書の発行等を行った。▼選挙の適
正な執行管理とともに、創意工夫による業務改善を積み重ね、確実で迅速な投開票を実現してきた。

▼平成３１年５月の元号改正や個人番号カード等への旧姓併記など券面記載事項の充実に対して、関係機関との調整や必要なシステム改修、様式の
見直し等を計画的に
実施する必要がある。▼各種専門相談は、相続等に関する相談希望が増加している。▼地方分権が進む中で、市が効果的・自立的な政策を立案する
ことが求められるため、職員の法務能力の向上を図る必要がある。▼迅速で効率的な事務執行が行われるよう適正な文書管理に努めるとともに、庁
舎の建替えに向けた文書量の削減に努める。▼若年層の投票率が全体と比較して低い傾向にあることから、若年層の投票率向上のため、効果的な啓
発に努める必要がある。

▼住民情報の適正な管理運用を実施していくとともに、窓口に来られる方に対し正確かつ迅速な対応ができるよう市民サービスの向上を目的とした
窓口事務の見直し・改善を調査・検討し、実施していく。また、個人番号カードの普及を進めるとともに、個人番号カードの円滑な交付とコンビニ
交付の利用率の向上に努める。▼市民ニーズを踏まえ、各種専門相談の充実を検討していく。▼最近の動向として期日前投票が増加傾向にあるため
、選挙事務においては、先進都市の取組を踏まえて様々な工夫を取り入れながら、期日前投票の環境を充実させることにより、更なる市民サービス
の向上を図っていく。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

やや遅れているが、概ね順
調

やや遅れているが、概ね順
調

▼安定的な行政サービスの
提供の主要な取組である
行政運営における法的支援
業務、秘書業務、選挙事務
等については適正に実施す
ることができた。
▼指標②にもあるように、
自動交付機利用率は目標値
に向けて順調に上昇してい
る。

▼指標①にもあるように、
窓口での対応に満足してい
る市民の割合が上昇し、市
民が信頼を寄せる行政サー
ビスを提供することができ
た。

▼委託業務の拡大に向けた
政策会議への提案を行い、
平成３０年度の実施へ進め
ることができた。また、コ
ンビニ交付サービスの利用
率も徐々に高まっている。

▼指標①にもあるように、
窓口での対応に満足してい
る市民の割合が下がったた
め、現状として市民が信頼
を寄せる行政サービスを提
供できているとは言えない
。

▼指標②にもあるように、
自動交付機利用率が前年度
から低下した。これは、平
成２７年１月から取得でき
る証明書種類を増やしたが
、新たに増やした証明書の
利用率が低かったためで、
従来から実施しているもの
は基準値を達成できた。

▼窓口での対応に満足して
いる市民の割合が前年度に
比べ下がっており、目標値
も達成できていないことか
ら、市民が信頼を寄せる行
政サービスを十分に提供で
きているとは言えない。
▼平成２９年１月からコン
ビニ交付を開始したことに
より、自動交付機利用率が
前年度から低下している。

▼転入・転出等の手続で市
役所に来庁する時期の分散
化を図るため、広報やホー
ムページで東西出張所など
の利用を周知しているが、
本庁における混雑の大幅な
改善には繋がっていない。
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

0

0

0
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 法務関係事務 20 7,524,000 7,040,128 607,000 法務に関する事務 B 1 B B

2 オンブズパーソン設置事業 30 1,949,000 1,945,179 1,948,000 オンブズパーソン制度の運営 B 1 B B

3 市民相談事業 30 10,553,000 10,454,482 10,827,000 市民相談の実施 B 1 B B

4 補助金　日本司法支援センター 30 0 0 0 民事法律扶助を行う日本司法支援
センターへの補助金

D 2 B C

5 総合窓口事務 10 102,080,000 83,516,479 124,400,000 窓口業務の円滑な運用及び住民情
報の適正な管理

B 1 A A

6 文書管理事務 30 83,472,000 55,880,645 42,184,000 市の文書の管理事務 B 1 B A

7 統計関係事業 20 4,625,000 4,450,679 12,906,000
統計法に基づく基幹統計調査を実
施する。統計情報を幅広く活用す
るため、整理提供を行う。

B 1 B B

8 選挙事務 10 72,838,000 133,139,795 5,269,000 国政及び地方選挙の管理執行 B 2 B B

9 秘書事務 30 5,725,000 5,821,958 6,100,000 市長及び副市長の秘書事務 B 1 B C

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 288,766,000 302,249,345 204,241,000
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084 情報通信技術の活用

Ⅴ 総合計画の実現に向けて（行財政運営）

03 継続的かつ安定的な市政運営
行政管理部 情報管理課

市の電子自治体化が進むとともに、住民情報などのシステムの刷新により、市の事務作業が効率化、迅速化され、市民はいつでも
、どこでも、誰でも行政サービス等を快適に利用しています。

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H29年度

　①の「インターネットなどで申請や届出ができる手続きの種類」については、各課に電子申請を利用するよう働きかけたが、電子申請できる手続
きの種類は増えなかった。今後についても引き続き種類が増えるよう努めていく。
　②の「基幹システムの整備事業の進捗率」については、平成２７年１月から新たな基幹システムが稼働し、これまで大きな問題もなく安定的に稼
働している。今後も引き続き安定稼動を維持していく。
　③の「情報セキュリティ監査実施率」については、昨年度に引き続き１００％であった。今後も１００％の実施率を維持していく。

1,280,686,000 1,367,844,000 1,072,404,000 1,204,284,000 1,056,841,000 1,040,558,000

0 89,640,000 44,539,000 28,059,000 850,000 5,724,000
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1,410,776,455 1,479,535,555 1,188,696,749 1,311,269,654 1,163,428,805 0

①インターネットなどで申請や届
出ができる手続の種類
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　①の「インターネットなどで申請や届出ができる手続きの種類」については、各課に電子申請を利用するよう働きかけたが、電子申請できる手続
きの種類は増えなかった。今後についても引き続き種類が増えるよう努めていく。
　②の「基幹システムの整備事業の進捗率」については、平成２７年１月から新たな基幹システムが稼働し、これまで大きな問題もなく安定的に稼
働している。今後も引き続き安定稼動を維持していく。
　③の「情報セキュリティ監査実施率」については、昨年度に引き続き１００％であった。今後も１００％の実施率を維持していく。

　本市では、これまで電子申請・電子調達サービスや、公共施設予約システム、地理情報システム等の住民向けシステムを導入するほか、基幹シス
テム（住民基本台帳や税分野、福祉分野等の個別システムを統合したシステムの総称）や財務会計システム、庶務事務システム等の内部情報系のシ
ステムを導入し、市民サービスの向上や、行政事務の効率化等に努めてきました。
　また、本市が保有する情報資産の漏えいを防ぐため、技術的・物理的・人的な面からの総合的なセキュリティ対策に取り組みました。

　ＩＣＴの分野は進展が著しく、近年ではＡＩやＩｏＴといった新たな技術も生まれており、市民サービスの向上や事務の効率化をより一層図るた
めに、これら最新技術等を含め、様々な観点からＩＣＴの積極的な活用を検討していく必要があります。
　また、平成２９年度に実施した市民アンケートの調査結果では、「日常的にインターネットを利用している。」と答えた方の割合が８０％を超え
ており、平成２５年度に実施した市民アンケートの調査結果と比べて日常的にインターネットを利用している方の割合が増えていることから、イン
ターネットを利用して行うことができる申請や届出、申込み等を増やす必要があると考えられます。

　行政手続きのオンライン化を進めるなど、ＩＣＴを活用した市民サービスの拡充に努めるとともに、費用対効果を見極めながら、庁内情報システ
ムやネットワークの最適化に向けた検討を行い、事務作業の効率化やコストの削減等を図ります。
　また、情報資産の漏えいを防ぐため、今後も市職員等に対する情報セキュリティ研修や監査等を実施し、技術的・物理的・人的な面からの総合セ
キュリティ対策に取り組みます。

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

やや遅れているが、概ね順
調

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

やや遅れているが、概ね順
調

次期基幹システムについて
、目標通り平成２７年１月
から稼働することができた
。

平成２７年１月から稼働し
た基幹システムについては
、大きな問題もなく、安定
的な運用を行うことができ
た。

基幹システムについては、
昨年度にに引き続き、大き
な問題もなく安定的な運用
を行うことができた。

基幹システムについては、
昨年度にに引き続き、大き
な問題もなく安定的な運用
を行うことができた。

インターネットなどで申請
や届出ができる手続の種類
が基準値より減少したが、
目標を達成できるよう進め
ていく。

「インターネットなどで申
請や届出ができる手続の種
類」において、既存の手続
きで廃止したものがあるた
め、手続きの種類が減って
しまった。今後、目標を達
成できるよう進めていく。



【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

【進捗状況】 【進捗状況】 【進捗状況】

事業種別

【進捗状況】

事業種別

４か年事業費計(単位:千円)

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事務事業名称
４か年事業（上段：計画、下段：評価）

【進捗状況】

所管部署

４か年事業費計(単位:千円)

所管部署

事業種別

６　主要な事務事業の進行管理
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

※４か年事業費計は、第６次府中市総合計画策定時に算出したもので、今後の予算編成等により、実際の予算額と差が生じる場合があります。
　また、工事等に関する部分は、経常的経費とは異なるため、算定から除いています。

電子自治体推進事業

行政管理部 情報管理課

0

電子申請できる申請・届出
等の手続きの種類の増加

電子申請できる申請・届出
等の手続きの種類の増加

電子申請できる申請・届出
等の手続きの種類の増加

電子申請できる申請・届出
等の手続きの種類の増加

やや遅れているが、概ね順
調

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

遅れが生じている。このま
までは目標達成が難しい

電子申請できる手続きの種
類は減少したが、申請件数
は順調に増加している。

各課に電子申請を利用する
よう働きかけた結果、電子
申請できる手続きの種類が
増加した。

各課に電子申請を利用する
よう働きかけた結果、電子
申請できる手続きの種類が
増加した。

各課に電子申請を利用する
よう働きかけたが、電子申
請できる手続きの種類は増
えなかった。

情報セキュリティ対策事業

行政管理部 情報管理課

0

内部監査・外部監査の実施
年１回以上の研修の実施

内部監査・外部監査の実施
年１回以上の研修の実施

内部監査・外部監査の実施
年１回以上の研修の実施

内部監査・外部監査の実施
年１回以上の研修の実施

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

計画どおり監査及び研修を
実施することができた。

計画どおり監査及び研修を
実施することができた。

計画どおり監査及び研修を
実施することができた。

計画どおり監査及び研修を
実施することができた。

情報基盤・システム整備事業

行政管理部 情報管理課

0

現行システムの安定稼働及
び次期基幹システムの構築
、平成２７年１月からの稼
働を目指す。

システムの適正化と運用コ
ストの削減、安定的な運用
に努める。

システムの適正化と運用コ
ストの削減、安定的な運用
に努める。

システムの適正化と運用コ
ストの削減、安定的な運用
に努める。

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

目標達成に向け順調に進ち
ょくしている

現行システムにおいては、
税法改正等の制度改正に対
応するため、必要なシステ
ム改修等を行い、安定的な
稼働を行うことができた。
また、次期基幹システムに
おいては、予定通り平成２
７年１月から稼働すること
ができた。

平成２７年１月稼働した基
幹システムについては、不
要なシステム改修を抑制し
、低廉で安定的な運用を行
うことができた。

基幹システムについては、
昨年度同様、不要なシステ
ム改修を抑制し、低廉で安
定的な運用を行うことがで
きた。

基幹システムについては、
昨年度同様、不要なシステ
ム改修を抑制し、低廉で安
定的な運用を行うことがで
きた。



優
先
度当初予算額 決算額

当初予算額
事務事業の概要

事務事業
評価/

総合評価

重
要
度

事務事業名

事
業
種
別

人
件
費
事
業

７　構成事務事業の評価 （単位：円）
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H29年度 H30年度H29年度 H30年度

1 電子自治体推進事業 30 24,348,000 21,057,918 16,952,000
インターネットを利用して、住民
及び事業者が来庁することなく、
申請手続きが可能となる。

B 1 B B

2 情報セキュリティ対策事業 30 17,941,000 14,977,138 15,876,000
情報セキュリティ内部監査・情報
セキュリティ外部監査・情報シス
テム模擬侵入検査・研修等の実施

B 1 B A

3 情報基盤・システム整備事業 30 1,014,552,000 1,010,588,000 1,007,730,000
最新の情報通信技術を活用したシ
ステムを導入・構築するとともに
、TCOにも配慮したシステム運用

B 1 B B

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合 計 1,056,841,000 1,046,623,056 1,040,558,000


